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＜第2部 各論＞ 

旧 新 説明 

第３章 健康づくりから医療、介護まで切れ目のない保健医療サービスの提供 

３ 様々な疾病や障害に係る対策の推進 
（３）肝炎対策の推進 

現状と課題 

○我が国における肝炎ウイルスの持続感染者は、Ｂ型が 110 万人～140 万人、Ｃ型が 190

万人～230万人と推定されていますが、感染に気づいていない人が多く存在すると考えら

れています。 

 

○肝炎（Ｂ型及びＣ型肝炎をいう。以下同じ。）は、症状が出ないこともありますが、放置

すると肝硬変や肝がんに進行するおそれがあります。しかし、ウイルスを排除したり、増

殖を抑制したりするなどの治療により、疾病の完治及び病状の進行を抑えることができる

ため、肝炎ウイルスへの感染の有無を早期に確認し、感染している場合、肝硬変や肝がん

に進行する前に適切な治療を受けることが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

○肝炎対策の基本的な考え方 

・肝炎ウイルスへの感染の有無を調べるには、検査を受検する必要があります。全ての府

民が少なくとも１回は肝炎ウイルス検査を早期に受検し、陽性の場合は速やかに治療す

ることが重要です。また、新たな感染を予防するための取組が必要です。 

 

・検査や治療の必要性をはじめ、病態や感染経路など、肝炎に関する正しい知識の一層の

普及啓発に努める必要があります。 

 

・肝炎対策の推進に当たっては、平成 23年５月に国が策定した肝炎対策の推進に関する

基本的な指針との整合を図りつつ、肝炎患者をはじめ、医療関係団体や行政機関などの

関係者が一体となって総合的な取組を一層推進する必要があります。 

 

 

○感染予防 

・若年層の感染予防対策として、ピアスの穴あけや入れ墨を入れるなど、血液の付着する

器具の共有を伴う行為及び性行為等、肝炎の感染経路等についての正しい知識の普及啓

発が重要です。 

 

 

 

 

・母子感染対策では、妊婦健康診査によるＢ型肝炎抗原検査などの取組を実施しており、

引き続き対策を進める必要があります。 

 

第３章 健康づくりから医療、介護まで切れ目のない保健医療サービスの提供 

３ 様々な疾病や障害に係る対策の推進 
（３）肝炎対策の推進 

現状と課題 

○我が国における肝炎ウイルスの持続感染者は、Ｂ型が110万人～140万人、Ｃ型が190万

人～230万人と推定されていますが、感染に気づいていない人が多く存在すると考えられ

ています。 

 

○肝炎（Ｂ型及びＣ型肝炎をいう。以下同じ。）は、症状が出ないこともありますが、放置

すると肝硬変や肝がんに進行するおそれがあります。しかし、ウイルスを排除したり、増

殖を抑制したりするなどの治療により、疾病の完治及び病状の進行を抑えることができる

ため、肝炎ウイルスへの感染の有無を早期に確認し、感染している場合、肝硬変や肝がん

に進行する前に適切な治療を受けることが重要です。 

 

○これまで各市町村、医療関係者等と連携し肝炎対策を進めてきましたが、さらにこれから

は、肝硬変又は肝がんへの移行者を減らすことを目標とし、肝炎ウイルス検査の受検促進、

検査結果が陽性である者のフォローアップや肝炎患者等の早期かつ適切な肝炎医療の受

診の促進等の肝炎総合対策を一層推進します。 

 

 

○肝炎対策の基本的な考え方 

・肝炎ウイルスへの感染の有無を調べるには、検査を受検する必要があります。全ての府

民が少なくとも１回は肝炎ウイルス検査を早期に受検し、陽性の場合は速やかに治療す

ることが重要です。また、新たな感染を予防するための取組が必要です。 

 

・検査や治療の必要性をはじめ、病態や感染経路など、肝炎に関する正しい知識の一層の

普及啓発に努める必要があります。 

 

・肝炎対策の推進に当たっては、平成 28 年６月に国が策定した肝炎対策の推進に関する

基本的な指針との整合を図りつつ、肝炎対策協議会での議論を踏まえ、肝炎患者をはじ

め、医療関係団体や行政機関などの関係者が一体となって総合的な取組を一層推進する

必要があります。 

 

○感染予防 

・若年層の感染予防対策として、ピアスの穴あけやタトゥーを入れるなど、血液の付着す

る器具の共有を伴う行為及び性行為等、肝炎の感染経路等についての正しい知識の普及

啓発が重要です。 

 

 

・医療現場において医療器具の消毒や滅菌等の感染防止策を徹底する必要があります。 

 

・母子感染対策では、妊婦健康診査によるＢ型肝炎抗原検査などの取組が実施されていま

す。また、水平感染防止の手段の一つとして、平成28年10月から乳児期のＢ型肝炎ワ

クチン定期接種が開始されたため、確実に接種される体制を整備する必要があります。 

 

 

 

【継続】 

 

 

 

【継続】 

 

 

 

 

 

【新設】全体目標・指標の設定（第6回協議会意見） 

 

 

 

 

 

 

【継続】 

検査未受検の府民が未だ多く存在すると考えられる

ため、引き続き取組みが必要 

 

【継続】 

肝炎に関する正しい知識の普及啓発が十分とは言え

ないため、引き続き取組みが必要 

【時点修正・追記】 

 

 

 

 

 

【継続・一部修正】 

若年者に対する肝炎に関する正しい知識の普及啓発

が十分とは言えないため、タトゥーが若者に普及して

いる現状も踏まえ引き続き取組みが必要（第6回協議

会意見） 

【新設】医療現場での感染防止策の徹底（第6回協議

会意見） 

【拡充】 

垂直感染対策については、確実に実施されるようにな

った。さらに、水平感染防止の手段の一つとして、B

型肝炎ワクチンの定期接種を追記する。 
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旧 新 説明 

○検査実施体制 

・保健所、委託医療機関や市町村において肝炎ウイルス検査を実施していますが、国の調

査では、検査を受けたことがあると回答した人が３割に満たない状況であり、検査の重

要性について十分な周知を図る必要があります。また、受検しやすい体制の整備も求め

られています。 

 

 

・受検者一人一人が結果を正しく認識できるよう、検査結果を適切に説明する必要があり

ます。また、感染予防のための知識の周知や、陽性であった場合の適切な医療機関の受

診勧奨など、検査後の対応について助言を行うことが効果的です。 

 

 

 

 

○医療提供体制 

・全ての肝炎患者が適切な治療を継続して受けられるよう、医療体制を整備する必要があ

ります。 

 

・インターフェロン治療等の肝炎医療費助成を引き続き実施するほか、治療が必要な人に

対し、肝炎医療に係る諸制度について情報提供することが必要です。 

 

 

 

 

 

○予防及び医療に関する人材の育成 

・保健所及び市町村における助言・相談機能を充実するため、肝炎に関する基礎的な知識

の普及啓発や受検者の相談に対応できる人材の育成に努める必要があります。 

 

 

・医療の進歩は目覚ましいことから、肝炎医療に関する最新の知見を医療関係者に周知す

ることは、肝炎患者に対する病態等の説明や治療方針決定の上で非常に重要であると考

えられます。 

 

○啓発及び知識の普及等 

・国の調査によると、肝炎に関する情報や知識、行政の普及啓発活動等は国民に十分に浸

透していないと考えられ、より効果的な普及啓発活動の実施が求められています。 

 

・肝炎患者が安心して生活、就労できる環境づくりを進めるため、事業主を含め、全ての

府民が肝炎の正しい知識を持つことが必要です。 

 

○検査実施体制 

・保健所、委託医療機関や市町村において肝炎ウイルス検査を実施していますが、肝炎ウ

イルス検査の未受検者や、受検しているが検査結果を正しく認識していない者等、感染

の事実を認識していない方が多数存在すると考えられることから、検査の重要性につい

て十分な周知を図る必要があります。また、職域における検査の実施など、受検しやす

い体制の整備も求められています。 

 

・受検者一人一人が結果を正しく認識できるよう、検査結果を適切に説明する必要があり

ます。また、感染予防のための知識の周知や、陽性であった場合の適切な医療機関の受

診勧奨など、検査後の対応について助言を行うことが効果的です。 

 

・検査結果が陽性である者の早期かつ適切な精密検査受診を促すため、受診勧奨体制を整

備することが必要です。 

 

○医療提供体制 

・全ての肝炎患者が適切な治療を継続して受けられるよう、医療体制を整備する必要があ

ります。 

 

・インターフェロン及びインターフェロンフリー治療等の肝炎医療費助成を引き続き実施

するほか、治療が必要な人に対し、肝炎医療に係る諸制度について情報提供することが

必要です。 

 

・重症化予防のための定期検査費用助成の実施等、確実に治療につながるよう、適切な受

診を促す体制を整備することが必要です。 

 

○予防及び医療に関する人材の養成 

・肝炎に関する基礎的な知識の普及啓発や受検者の相談に対応できる人材（肝炎医療コー

ディネーター）の養成に努める必要があります。 

 

 

・医療の進歩は目覚ましいことから、肝炎医療に関する最新の知見を医療関係者に周知す

ることは、肝炎患者に対する病態等の説明や治療方針決定の上で非常に重要であると考

えられます。 

 

○啓発及び知識の普及等 

・肝炎に関する情報や知識、行政の普及啓発活動等は未だ国民に十分に浸透していないと

考えられ、より効果的な普及啓発活動の実施が求められています。 

 

・肝炎患者が安心して生活、就労できる環境づくりを進めるため、事業主を含め、全ての

府民が肝炎の正しい知識を持つことが必要です。 

 

【拡充】 

検査未受検の府民が未だ多く存在すると考えられる

ため、引き続き取組みを進めるとともに、職域におけ

る検査の実施を追記 

 

 

【継続】 

検査結果を適切に説明することと、陽性であった場合

のフォローアップは引き続き取組みが必要である。 

 

【新設】陽性者への精密検査受診勧奨 

 

 

 

【継続】 

㉕179→㉙206医療機関に増加したが、引き続き取組

みが必要 

【追記】 

引き続き制度に関する情報提供を行うとともに、新た

な治療薬が登場した現状に合わせて追記 

 

【新設】重症化予防事業の実施 

 

 

 

【拡充】 

肝炎に関する基礎的な知識の普及啓発や受検者の相

談に対応できる人材を肝炎医療コーディネーターと

位置付け、養成に取り組む 

【継続】 

医療関係者への肝炎医療に関する最新の知見の周知

に引き続き取り組む。 

 

 

【継続】 

肝炎に関する正しい知識の普及啓発が十分とは言え

ないため、引き続き取組みが必要 

【継続】 

事業主を含め、引き続き正しい知識の普及啓発が必要 
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旧 新 説明 

○その他肝炎対策の推進 

・肝炎患者が肝炎医療を受けながら、ＱＯＬの向上を図ることができるよう、精神面での

サポートなど相談支援体制の充実が必要です。 

 

・肝炎患者や肝炎から進行した肝硬変及び肝がん患者の不安を軽減するため、がん対策と

連携した取組の推進等が求められています。 

 

・取組の推進に当たっては、定期的に調査及び評価を行うなど、肝炎をめぐる状況の変化

を的確に捉えて対策を進める必要があります。 

 

対策の方向 

★感染予防 

・若年層を中心とした府民に対し、感染の危険性のある行為について周知するなど、感染

予防に必要な知識の普及啓発を推進 

 

 

 

 

・妊婦に対するＢ型肝炎抗原検査の実施と、検査結果が陽性であった妊婦から出生した乳

児に対するＢ型肝炎ワクチン接種の勧奨 

 

 

★肝炎検査 

・効果的な受検勧奨やより受検しやすい体制の整備等、受検機会拡大に向けた取組を推進 

 

 

 

 

 

・検査を行う保健・医療関係者に対する研修の実施 

 

★診療体制 

・適切な医療を提供するため、肝疾患専門医療機関を拡充 

 

 

・肝疾患診療連携拠点病院を中心とした関係医療機関における情報共有及び連携を推進 

 

 

 

 

 

○その他肝炎対策の推進 

・肝炎患者が肝炎医療を受けながら、ＱＯＬの向上を図ることができるよう、精神面での

サポートなど相談支援体制の充実が必要です。 

 

・肝炎患者や肝炎から進行した肝硬変及び肝がん患者の不安を軽減するため、がん対策と

連携した取組の推進等が求められています。 

 

・取組の推進に当たっては、定期的に調査及び評価を行うなど、肝炎をめぐる状況の変化

を的確に捉えて対策を進める必要があります。 

 

対策の方向 

★感染予防 

・若年層を中心とした府民に対し、感染の危険性のある行為について周知するなど、感染

予防に必要な知識の普及啓発を地方公共団体、学校教育関係者、患者団体等の様々な関

係者と連携し推進 

 

・医療現場における感染防止策の徹底を推進 

 

・乳児に対するＢ型肝炎ワクチン定期接種を推進 

 

 

 

★肝炎検査 

・効果的な受検勧奨やより受検しやすい体制の整備、職域における各医療保険者との連携

等、受検機会拡大に向けた取組をより一層推進 

 

 

・検査結果が陽性であった者に対し、市町村や医療保険者と連携して精密検査の受診勧奨

を実施 

 

 

★診療体制 

・適切な医療を提供するため、肝疾患専門医療機関を拡充 

 

 

・肝疾患診療連携拠点病院を中心とした関係医療機関における情報共有及び連携を推進 

 

・陽性者が確実に治療に結びつくよう、受診勧奨を行う体制の整備 

 

・治療が必要な人に対し、医療費助成事業等の情報提供を実施 

 

【継続】 

引き続き肝疾患相談支援センター等での相談支援を

行う。 

 

【継続】 

京都府がん対策推進計画にも肝炎対策を盛り込み、連

携して対策を行う。 

【継続】 

今後も数値目標の定期的な評価を行う。 

 

 

 

 

【拡充】 

若年者への普及啓発について、関係機関と連携し推進

することを明記 

 

【新設】医療現場での感染防止策の徹底 

 

【拡充】 

垂直感染対策については、確実に実施されるようにな

った。さらに、水平感染防止の手段の一つとして、B

型肝炎ワクチンの定期接種を追記する。 

 

【拡充】 

検査未受検の府民が未だ多く存在すると考えられる

ため、引き続き取組みを進めるとともに、職域におけ

る検査の実施を追記 

【新設】陽性者に対する精密検査受診勧奨の追記 

 

【統合】「肝炎の予防及び医療に関する人材の育成」

と統合 

 

【継続】 

㉕179→㉙206医療機関に増加したが、引き続き取組

みが必要 

【継続】引き続き取組みが必要 

 

【新規】陽性者への定期検査の受診勧奨実施を追記 

 

【追記】医療費助成制度の実施 

 

 

  



京都府保健医療計画に係る新旧対照表（案） 

- 4 - 
 

旧 新 説明 

★肝炎の予防及び医療に関する人材の育成 

・保健所、市町村及び医療機関の担当者等を対象として、肝炎の正しい知識を持ち、相談、

コーディネート等が可能な人材を育成するための研修を実施  

 

・肝疾患診療連携拠点病院と連携し、肝疾患専門医療機関をはじめ、肝炎治療を行う医師

等を対象とした研修を実施 

 

★肝炎に関する啓発及び知識の普及等 

・肝炎の正しい知識や検査の必要性等を広く周知するため、効果的な方法を検討し、普及

啓発活動を推進 

 

・肝炎患者への偏見・差別の解消に向け、国の取組等を踏まえた普及啓発を推進 

 

 

 

 

★相談支援体制の強化等 

・肝炎患者及びその家族に対する情報提供や、府民に対する肝炎の正しい知識の普及啓発

を進めるとともに、肝疾患診療連携拠点病院の相談支援機能の充実と北部地域の相談体

制整備を推進 

 

・肝炎患者をはじめ、医療関係団体や行政機関など関係者が一体となり、連携して対策を

進めるため、新たに肝炎対策協議会を設置 

 

成果指標 

 

 

□ 肝炎ウイルス検査の個別勧奨実施市町村 15市町村（23年度）→ 全市町村（29年度） 

□ 北部相談窓口の設置                 ０（24年度）→      １（29年度） 

□ 肝炎に関する知識を持つ人材を育成        52人（24年度）→    200人（29年度） 

★肝炎の予防及び医療に関する人材の養成 

・肝炎の正しい知識を持ち、相談、コーディネート等ができる人材（肝炎医療コーディネ

ーター）を新たに養成するための研修を実施 

  

・肝疾患診療連携拠点病院と連携し、肝疾患専門医療機関をはじめ、肝炎治療を行う医師

等を対象とした研修を実施 

 

★肝炎に関する啓発及び知識の普及等 

・肝炎の正しい知識や検査の必要性等を広く周知するため、より効果的な方法を検討し、

引き続き普及啓発活動を推進 

 

・肝炎患者への偏見・差別の解消に向け、国の取組等を踏まえた普及啓発を推進 

 

・肝炎患者等が、働きながら継続的に治療を受けることができるよう、肝炎患者の就労支

援を推進 

 

★相談支援体制の強化等 

・肝炎患者及びその家族に対する情報提供や、府民に対する肝炎の正しい知識の普及啓発

を進めるとともに、肝疾患診療連携拠点病院の相談支援機能の充実と北部地域の相談体

制整備を推進 

 

 

 

 

成果指標 

目標：肝硬変又は肝がんへの移行者を減らす 

 

□ 肝がんの年齢調整罹患率         17.2（25年度）  → 13.8（35年度） 

□ 無料肝炎ウイルス検査実施医療機関数      57（28年度）→ 200（35年度） 

□ 肝炎患者に対し相談支援等を行う肝炎医療コーディネーターを養成           

0人（29年度）→  400人（35年度）   

 

【拡充】コーディネーター養成研修の実施 

 

 

【継続】医師等に対する研修を引き続き実施 

 

 

 

【継続】 

肝炎に関する正しい知識の普及啓発が十分とは言え

ないため、引き続き取組みが必要 

【継続】 

引き続き取組みが必要 

【新設】心身等への負担がより少ない治療が可能とな

ったことを踏まえ、働きながら適切な肝炎医療を受け

ることができるよう患者の就労支援を強化する 

 

【継続】 

拠点病院を中心とした相談支援体制の充実を図る 

 

 

【統合】肝炎対策協議会は設置済みであるため、「基

本的な考え方」に統合 

 

 

 

【新設】全体目標の設定 

 

 

 


